








はじめに 

いずれの疾病もそうであるように,腎疾患においても予防および早期発見,早期管理は重要

で,特に自覚症状の少ない慢性腎炎においては早期発見とその後の対策が極めて重要とな

る。 

学校検尿を例にとれば,毎年 1,000 人の健康児童・生徒の中から1～2人は慢性の腎臓病患

者として登録され,入院治療に至っている。そして,これら小児腎臓病患者 1,000 人の中か

ら毎年 1～2人が腎不全となり,透析・移植といった治療を受けているとされている。つま

り,健康小児 100 万人の中,年間 1～2人が腎不全患者として登録されていることになる。 

では一体,成人での人工透析患者,人口 100 万人について,350～400 人という数字はどこか

ら来るのだろうか?その中には,相当数の患者に,小児期発症の腎臓病から腎不全に至った

人達が含まれていると想像される。 

一方,小児期発症の腎不全の中には生れつきの腎疾患,即ち先天性のものが数多く含まれて

いる事実も知られている。 

従って,これからの腎不全対策にあっては,義務教育年限以降～就職迄の時期をどのように

把握するか,そして,乳児期～幼児期～就学迄の時期での腎疾患予知をどのようにして行う

かに的が絞られて来ている。 

今回の報告にあっては,県下 3大学小児科,つまり横浜市立大医学部,聖マリアンナ医大,そ

して北里大学医学部で実際に扱ってきた小児腎不全症例について,発症時年齢(発見時年

齢),原疾患,腎不全へ至ってからの治療法,そして,これら症例の中,学校検尿で見い出され

た症例がどの程度あるかについて調べると共に,学校検尿の果たしている医療費用節減効

果についても分析,検討を行った。 


